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『どう変わる？！相続税』 

 

はじめに 

新たな事業承継税制の創設にあわせて、相続税の課税方式を「法定相続分課税方式」から「遺産取得課税方式」 

に改める方針が検討されている。これは実に半世紀ぶりとなる抜本的な大幅改正である。 

 

法定相続分課税方式から遺産取得課税方式へ 

◆法定相続分課税方式(現行制度) 

現在の相続税の課税方式である法定相続分課税方式は、遺産に対し基礎控除や課税価格の減額措置を適用した後 

の課税価格を基に法定相続人の数と法定相続分に従って分割したものとして各人の相続税を算出した上で、実際 

の各相続人の相続割合により按分した相続税額を各相続人がそれぞれ納付する。 

【特徴】①普通は相続人全員で共同して申告する ②遺産分割のやり方に関わらず相続税総額はかわらない ③自 

分が取得した財産だけでなく、他の相続人が取得したすべての財産を把握しなければ正確な申告ができ 

ない ④相続により取得した財産の額が同額でも、法定相続人の数によって税額が異なる ⑤1人の相続 

人の申告漏れにより、他の共同相続人にも追徴課税が発生する ⑥小規模宅地等に配慮した課税価格の 

減額措置により、居住等の継続に無関係な他の共同相続人の税負担まで緩和される、など。       

                           

◆遺産取得課税方式 

遺産取得課税方式は、遺産を各相続人間で分割し、各相続人が実際に相続した財産ごとに各相続人がそれぞれを 

納付する。 

【特徴】①相続人が各人で申告できる ②自分が取得した財産だけで正確な申告できる ③1人の相続人の申告 

漏れにより、他の共同相続人に追徴課税が発生することはない ④法定相続人の数に関係なく、同額 

の遺産を取得した者は、同額の税負担となる ⑤小規模宅地等の減額措置は、居住等を継続する者のみ 

に効果が及び、他の相続人には影響しない、など。   

 

◆現行制度および遺産取得課税方式の計算例 

実際に検討が行われる場合には、基礎控除等の方式や額、相続税率等も現行とは異なるものになる可能性が強い 

と思われるが、簡単に説明するため、基礎控除等や税率構造が現行と同じと仮定すると、遺産分割のやり方によ 

っては累進税率が変わり、相続税総額が大幅に増すことがあるので注意が必要である。 
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★例１ 総額 1 億円の遺産全てを A が相続する場合(法定相続人は A と B の子 2 人) 

《現行》 

   課税財産‐基礎控除 

   1 億円‐(5,000 万円+1,000 万円×2人)=3,000 万円 

 

 A (1,500 万円×15％)‐50 万円=175 万円 

     B (1,500 万円×15％)‐50 万円=175 万円 

     相続税の総額は 350 万円 

 

《遺産取得課税方式》 

 A (3,000 万円×15％)-50 万円=400 万円 

     B 0 円 

     相続税の総額は 400 万円 

 

★例２ 総額 2 億円の遺産全てを A が相続する場合(法定相続人は A と B の子 2 人) 

 《現行》 

   2 億円‐(5,000 万円+1,000 万円×2人)=1 億 3,000 万円 

 

A (6,500 万円×30％)‐700 万円=1,250 万円 

B (6,500 万円×30％)‐700 万円=1,250 万円 

    相続税の総額は 2,500 万円 

 

《遺産取得課税方式》 

     A (1 億 3,000 万円×40％)‐1,700 万円=3,500 万円 

     B 0 円 

     相続税の総額は 3,500 万円 

 

例 1 のように、親の死亡により総額 1 億円の遺産全てを A が相続するとした場合(法定相続人は A と B の子 2 人)、 

現行では、課税価格 1億円から基礎控除分 7,000 万円を差し引き、その残額 3,000 万円を法定相続割合(1/2)で 

いったん按分した後に、それぞれに相続税率を乗じるなどした結果、相続税額は 350 万円となる。(A が全て相続 

するので実際の相続割合計算は行わない)。 

一方、遺産取得課税方式となった場合、実際に遺産を全て相続する Aの取得分に相続税率(累進税率)を乗じるこ 

とになるため、相続税総額は 400 万円となる。現行方式と比べ、税負担が 50 万円増すことになる。  

例 2 のように、親の死亡により総額 2 億円の遺産全てを A が相続するとした場合(法定相続人は A と B の子 2 人)、 

現行では、相続税総額は 2,500 万円となる。 

一方、基礎控除等や税率構造が現行と同じと仮定する前提で遺産取得課税方式となった場合は、相続税総額は 3,500 

万円となる。現行方式と比べ、税負担が 1,000 万円も増すことになる。 

尚、上記の計算例は、遺産取得課税方式の特徴を紹介するためあくまで基礎控除等や税率構造が現行と同じと仮 

定した場合のもので、改正の行方次第では、基礎控除や人的控除等の額にも留意する必要がある。 
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おわりに 

遺産取得課税方式は、各人が取得した財産の合計に対して税率を掛けて各人ごとの税額計算を行うことになる。 

従って、法定相続分どおりに財産を取得した場合には、相続税の総額は法定相続分課税方式と同じになるが、各 

人ごとの遺産取得額が異なる場合には、税額は違うことになる。財産を多く相続した人の方が税金の負担割合が 

多くなる、連帯納付義務という制度がない点等では、この課税方式の方が公平であると言える。 
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